
独法 公立 公的 民間

(1) 休日夜間急患センター
施設整備事業

○ × ○ ○ 0.33 －
次のいずれかの面積
（人口10万人以上の場合）150㎡
（人口５万人以上10万人未満の場合）100㎡

休日夜間急患センターの新
築、増改築に要する工事費等

－ 150㎡
病院群輪番制病院又は共同利
用型病院の新築、増改築に要
する工事費等

ＣＣＵ 15㎡×心臓病専用病床数（２床を限度）
ＣＣＵの新築、増改築、改修
に要する工事費等

ＳＣＵ 15㎡×脳卒中専用病床数（２床を限度）
ＳＣＵの新築、増改築、改修
に要する工事費等

(3) 救急へリポート施設整
備事業

○ × ○ ○ 0.33 － ヘリポート１医療機関あたり　60,772千円
入院を要する第二次救急医療
体制病院へのヘリポート整備
に要する工事費等

格納庫 １医療機関あたり　212,838千円
ドクターヘリ基地病院の格納
庫整備に必要な工事費等

給油施設 １医療機関あたり　134,038千円
ドクターヘリ基地病院の給油
施設整備に必要な工事費等

融雪施設 １医療機関あたり　134,038千円
ドクターヘリ基地病院の融雪
施設整備に必要な工事費等

－ 2,300㎡
救命救急センターの新築、増
改築に要する工事費等

ヘリポート １医療機関あたり　96,836千円
ヘリポート整備に要する工事
費等

ＳＣＵ 15㎡×脳卒中専用病床数（４床を限度）
ＳＣＵの新築、増改築、改修
に要する工事費等

小児救急
専門病床

15㎡×小児救急専門病床数（６床を限度）
小児救急専門病床の新築、増
改築、改修に要する工事費等

ＣＣＵ 15㎡×心臓病専門病床数（４床を限度）
ＣＣＵの新築、増改築、改修
に要する工事費等

重症外傷
専門病床

15㎡×重症外傷専門病床数（４床を限度）
重症外傷専用病室の新築、増
改築、改修に要する工事費等

補強 2,300㎡×84,100円
救命救急センターの新築、増
改築に伴う補強及び既存建物
の補強に要する工事費等

(9) 小児医療施設施設整備
事業

○ × ○ ○ 0.33 －

次のいずれかの面積
（都道府県人口規模400万人以上の場合）1,300㎡
（都道府県人口規模400万人未満の場合）800㎡
（小児総合病院）4,000㎡

小児医療施設の新築、増改
築、改修に要する工事費等

MFICU整備
次のいずれかの面積
（都道府県人口規模400万人以上の場合）500㎡
（都道府県人口規模400万人未満の場合）300㎡

母胎・胎児集中管理室の新
築、増改築、改修に要する工
事費等

産科区域整
備

病棟等の感染対策に係る整備
 １㎡あたり　239,300円

産科区域整備に必要な病棟入
口の扉の設置、病棟のゾーニ
ングを行うための改修等に要
する工事費等

(11) 地域療育支援施設施
設整備事業

○ × ○ ○ 0.50 － １床あたり　130㎡（10床を限度）
地域療育支援施設の新築、増
改築、改修に要する工事費等

(12)共同利用施設施設整備
事業

○ × × ○ 0.33 －
（特殊診療棟）300㎡
（開放型病棟）
　一般病床数（50床を限度）×13.88(12.56)㎡

共同利用施設又は地域医療支
援病院の共同利用部門の新
築、増改築に要する工事費等

(10) 周産期医療施設施設
整備事業

○ × ○ ○ 0.33

ウ医療提供体制施設整備交付金概要（令和７年度）

事業
分類

事業区分

交付金事業者

調整率 種目

１か所当たり基準額
（面積の場合、面積に基準単価を乗じた額。ただし、
実面積（実単価）が基準面積（基準額）を下回る場合
は実面積（実単価）を基準面積（基準単価）とする）

対象経費

○ ○
(2) 病院群輪番制病院及び
共同利用型病院施設整備事
業

○ ×

Ａ
　
医
療
計
画
等
の
推
進
に
関
す
る
事
業

0.33

○ 0.33

0.33○ ○

○
(4) へリポート周辺施設施
設整備事業

(5) 救命救急センター施設
整備事業

○ ×

○ ×
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ウ医療提供体制施設整備交付金概要（令和７年度）

事業
分類

事業区分

交付金事業者

調整率 種目

１か所当たり基準額
（面積の場合、面積に基準単価を乗じた額。ただし、
実面積（実単価）が基準面積（基準額）を下回る場合
は実面積（実単価）を基準面積（基準単価）とする）

対象経費

精神病棟

（病棟整備）25(22)㎡×整備後の整備区域の病床数
（150床（300床）を限度）
（加算条件）
　①病床数20％以上（20％未満）削減の場合
　　　25(15)㎡×整備後の整備区域の病床数
　　　　　　　　　（150床（300床）を限度）
　②電子カルテを整備する場合
　　　605千円×整備後の整備区域の病床数
　　　　　　　　　（150床（300床）を限度）

結核病棟
改修等

整備事業

（病棟整備）
　25(22)㎡×整備後の整備区域の病床数
（陰圧化等空調整備を併せて行う場合）
　15㎡×整備後の整備区域の病床数

承継に伴う
診療所

次のいずれかの面積
（無床の場合）160㎡
（有床で５床以下の場合）240㎡
（有床で６床以上の場合）760㎡

改修等によ
り療養病床
を整備する

診療所

8,257千円×整備後の療養病床の病床数

療養病床
療養環境
改善事業

（機能訓練室）40㎡
（患者食堂）療養病床１床あたり　１㎡
（浴室）浴室１か所あたり　24,138千円
　　　ただし、特に厚生労働大臣が必要と認める
　　　　場合　48,283千円

介護老人
保健施設

及び診療所

（介護老人保健施設）
　整備する介護老人保健施設の入所定員数
（削減した病床数を限度）×8,528(10,233、
  4,264)　千円
（併設診療所）160㎡

備蓄倉庫 １医療機関あたり　198,937千円
備蓄倉庫整備に要する工事費
等

研修部門 １医療機関あたり　153,031千円
研修部門整備に要する工事費
等

ヘリポート １医療機関あたり　179,410千円
ヘリポート整備に要する工事
費等

備蓄倉庫 １医療機関あたり　56,113千円
備蓄倉庫整備に要する工事費
等

ヘリポート １医療機関あたり　96,836千円
ヘリポート整備に要する工事
費等

補強

（補強が必要なもの）2,300㎡×84,100円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×92,510円
（耐震構造指標Is値が0.4未満の建物を有する病院）
2,300㎡×399,800円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×439,780円

災害拠点精神科病院の新築、
増改築に伴う補強及び既存建
物の補強に要する工事費等

受水槽 １か所あたり　168,974千円
受水槽整備又は更新に要する
工事費等

給水設備 １か所あたり　78,989千円
給水設備整備に要する工事費
等

非常用自家
発電設備

１か所あたり　182,276千円
非常用自家発電設備整備に要
する工事費等

燃料タンク １か所あたり　36,426千円
非常用自家発電装置の燃料タ
ンク増設又は補強に要する工
事費等

(17)腎移植施設施設整備事
業

○ × ○ ○ 0.33 － 100㎡
腎移植施設の新築、増改築に
要する工事費等

(18)特殊病室施設整備事業 ○ × ○ ○ 0.33 － １室あたり　79,531千円
特殊病室（無菌室）整備に要
する工事費等

(19)肝移植施設施設整備事
業

○ × ○ ○ 0.33 － 100㎡
肝移植施設の新築、増改築、
改修に要する工事費等

(13)医療施設近代化施設整
備事業

○ ○ 0.33

医療施設の患者の療養環境、
医療従事者の職場環境、衛生
環境の改善及び患者サービス
の向上等に係る新築、増改
築、改修に要する工事費等

○ ×

×○

(16)災害拠点精神科病院施
設整備事業

× ○ ○○ 0.33

(15)地域災害拠点病院施設
整備事業

※右記以外のものは「D区
分」に再掲

○

0.33

○○○ ×

0.50

Ａ
　
医
療
計
画
等
の
推
進
に
関
す
る
事
業

(14)基幹災害拠点病院施設
整備事業

※右記以外のものは「D区
分」に再掲

○ 0.33
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ウ医療提供体制施設整備交付金概要（令和７年度）

事業
分類

事業区分

交付金事業者

調整率 種目

１か所当たり基準額
（面積の場合、面積に基準単価を乗じた額。ただし、
実面積（実単価）が基準面積（基準額）を下回る場合
は実面積（実単価）を基準面積（基準単価）とする）

対象経費

治験専門
外来

100㎡

治験管理
部門

75㎡

改築
（病棟）既存病床数×30％×13.88㎡
（診療棟）改築部分に係る既存診療棟面積で厚生
　労働大臣が認める面積

補強
（病棟）既存病床数×30％×13.88㎡×84,100円
（診療棟）補強部分に係る既存診療棟面積で厚生
　労働大臣が認める面積×84,100円

(22)医療施設土砂災害防止
施設整備事業

○ × ○ ○
0.95×
0.33

土砂災害
危険か所

補強又は防護壁の設置等が必要と認められるもの
１か所あたり　66,400千円

土砂災害危険か所に所在する
医療機関の新築、増改築に伴
う補強、既存建物の補強及び
防護壁の設置等に要する工事
費等

○ △ ○
0.95×
0.50

○病院
(補強が必要なもの)2,300㎡×84,100円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×92,510円
(Is値が0.4未満の建物を有する第二次救急医療施設等
及びIs値が0.3未満の建物を有する病院)
　2,300㎡×399,800円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×439,780円

医療施設等耐震整備として必
要な新築、増改築に伴う補強
及び既存建物の補強に要する
工事費等

○ △ △

○看護師等養成所
(補強が必要なもの)2,300㎡×64,200円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×70,620円
(Is値0.3未満のもの)2,300㎡×305,500千円
※Is値0.3未満のメニューに限り、公的団体も交付金事
業者となり得る

医療施設等耐震整備として必
要な新築、増改築に伴う補強
及び既存建物の補強に要する
工事費等

(25)アスベスト除去等整備
事業

○ × ○ ○
0.95×
0.33

－
アスベスト等の除去等を行う壁等の延べ面積
×56,600円

アスベスト等の除去等に要す
る工事費等

(26)医療機器管理室施設整
備事業

○ × × ○
0.95×
0.33

－ 80㎡
医療機器管理室の新築、増改
築、改修に要する工事費等

(27)地球温暖化対策施設整
備事業

○ × ○ ○
0.95×
0.33

－ 109,430千円
地球温暖化対策に資する施設
整備に要する工事費等

Ｂ
　
施
設
環
境
等
の
改
善
に
関
す
る
事
業

×
(23)医療施設等耐震整備事
業

0.50

治験施設の新築、増改築、改
修に要する工事費等

○

特定地域病院の改築、改修
（補強）に要する工事費等

○(20)治験施設施設整備事業

Ａ
　
医
療
計
画
等
の
推
進
に
関
す
る
事
業

－

× ○ ○

× × 0.33

(21)特定地域病院施設整備
事業

○
0.95×
0.33



独法 公立 公的 民間

ウ医療提供体制施設整備交付金概要（令和７年度）

事業
分類

事業区分

交付金事業者

調整率 種目

１か所当たり基準額
（面積の場合、面積に基準単価を乗じた額。ただし、
実面積（実単価）が基準面積（基準額）を下回る場合
は実面積（実単価）を基準面積（基準単価）とする）

対象経費

Ｃ
 
医
療
従
事
者
の
養
成
力
の
充
実

等
に
関
す
る
事
業

(28)看護師の特定行為に係
る指定研修機関等施設整備
事業

○ × △ △ 0.50 － 80㎡
看護師の特定行為研修の実施
に必要な新築、増改築及び改
修に要する工事費等

(29)地域拠点病院・地域拠
点歯科診療所施設整備事業

○ × ○ ○ 0.50 － 150㎡

地域拠点病院・地域拠点歯科
診療所として必要な新築、増
改築及び改築に要する工事費
等

受水槽 １医療機関あたり　167,974千円
受水槽整備又は更新に要する
工事費等

給水設備 １医療機関あたり　78,989千円
給水設備整備に要する工事費
等

非常用自家
発電装置

１医療機関あたり　182,276千円
非常用自家発電装置整備又は
更新に要する工事費等

燃料タンク １医療機関あたり　36,426千円
非常用自家発電設備の燃料タ
ンク増設又は補強等に要する
工事費等

0.50 補強

（補強が必要なもの）2,300㎡×84,100円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×92,510円
（耐震構造指標Is値が0.4未満の建物を有する病院）
2,300㎡×399,800円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×439,780円

基幹災害拠点病院の新築、増
改築に伴う補強及び既存建物
の補強に要する工事費等

非常用自家
発電装置

１医療機関あたり　182,276千円
非常用自家発電装置整備又は
更新に要する工事費等

受水槽 １医療機関あたり　167,974千円 受水槽整備に要する工事費等

給水設備 １医療機関あたり　78,989千円
給水設備整備に要する工事費
等

燃料タンク １医療機関あたり　36,426千円
非常用自家発電装置の燃料タ
ンク増設又は補強に要する工
事費等

0.50 補強

（補強が必要なもの）2,300㎡×84,100円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×92,510円
（耐震構造指標Is値が0.4未満の建物を有する病院）
2,300㎡×399,800円
 (上記補強を免震化工法により補強する場合) 2,300㎡
×439,780円

地域災害拠点病院の新築、増
改築に伴う補強及び既存建物
の補強に要する工事費等

非常用自家
発電装置

１医療機関あたり　182,276千円
非常用自家発電装置整備又は
更新に要する工事費等

受水槽 １医療機関あたり　167,974千円
受水槽整備又は更新に要する
工事費等

給水設備 １医療機関あたり　78,989千円
給水設備整備に要する工事費
等

燃料タンク １医療機関あたり　36,426千円
非常用自家発電装置の燃料タ
ンク増設又は補強に要する工
事費等

0.33

0.50

(15)地域災害拠点病院施設
整備事業

○ × ○

Ｄ
　
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靭
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
事
業

0.33

○

(30)非常用自家発電設備及
び給水設備整備事業

※へき地医療拠点病院、へ
き地診療所、地域医療支援
病院、特定機能病院に限
る。

○

0.33

× ○

Ａ
　
医
療
計
画
等
の
推
進
に
関
す
る
事
業

○

(14)基幹災害拠点病院施設
整備事業

○ × ○ ○



独法 公立 公的 民間

ウ医療提供体制施設整備交付金概要（令和７年度）

事業
分類

事業区分

交付金事業者

調整率 種目

１か所当たり基準額
（面積の場合、面積に基準単価を乗じた額。ただし、
実面積（実単価）が基準面積（基準額）を下回る場合
は実面積（実単価）を基準面積（基準単価）とする）

対象経費

受水槽 １医療機関あたり　167,974千円
受水槽整備又は更新に要する
工事費等

給水設備 １医療機関あたり　78,989千円
給水設備整備に要する工事費
等

非常用自家
発電装置

１医療機関あたり　182,276千円
非常用自家発電装置整備又は
更新に要する工事費等

燃料タンク １医療機関あたり　36,426千円
非常用自家発電設備の燃料タ
ンク増設又は補強等に要する
工事費等

医療用設備
医療用設備の想定浸水深または基準水位以上への移設
が必要と認められるもの１医療機関あたり　51,439千
円

医療用設備の想定浸水深また
は基準水位以上への移設に必
要な工事費又は工事請負費

電源設備
電源設備の想定浸水深または基準水位以上への移設が
必要と認められるもの１医療機関あたり　40,591千円

電源設備の想定浸水深または
基準水位以上への移設に必要
な工事費又は工事請負費

止水板
止水板もしくは防水壁の設置が必要と認められるもの
１医療機関あたり　72,300千円

止水板もしくは防水壁の設置
に必要な工事費又は工事請負
費

排水ポンプ
及び雨水貯

留槽

排水ポンプ及び雨水貯留槽の設置が必要と認められる
もの　１医療機関あたり 28,158千円

排水ポンプ及び雨水貯留槽の
設置に必要な工事費又は工事
請負費

※一部省略した部分等もあるため、正確を期す場合には、実施要綱、交付要綱等による確認が必要。
※「交付金事業者」欄の区分及び記号の意味は、以下のとおり。
　　「独法」…独立行政法人国立病院機構等の独立行政法人、国立大学法人等
　　「公立」…地方公共団体、地方独立行政法人
　　「公的」…日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会
　　　　　　　（(23)ウ及び(28)に限り学校法人、準学校法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、
　　　　　　　　健康保険組合、健康保険組合連合会、国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会を含む。）
　　「民間」…上記以外の者
　　○…交付金事業者となり得る
　　△…（間接）一部交付金事業者となり得る
　　×…交付金事業者となり得ない
※すべての事業区分について都道府県の負担は任意となっている。

0.33

0.50

Ｄ
　
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靭
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
事
業

(30)非常用自家発電設備及
び給水設備整備事業

※救命救急センター、周産
期母子医療センターに限
る。

○ × ○ ○

Ｂ
　
施
設
環
境
等
の
改
善
に

関
す
る
事
業

(31)医療施設浸水対策事業 ○ × ○ ○ 0.33


